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0Ⅰ 業務実績の概要 
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平成２２年度は、第二期中期目標・中期計画期間（平成１９～２３年度）の４

年目であり、中期計画における組織の運営・管理面、事業面での目標達成に向

け、費用の削減・効率化や求められる事業の実施を着実に行った。 

 

平成２２年度の独立行政法人国際交流基金の代表的な実績を要約すれば、次の

通りである。 

 

１．行政刷新会議による事業仕分け結果等への対応 

平成２２年４月に実施された行政刷新会議による事業仕分けの結果、及び

平成２２年１２月７日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直

しの基本方針」を受け、運用資金の一部（３４２億円）の国庫納付、海外の

日本語教師や外交官・公務員を対象とする日本語研修事業の一部廃止、文化

芸術交流事業において国内事業を原則として実施しない、等の必要な措置を

とった。 

 

２．効率化 

一般管理費を平成18年度に比し５年間で１５％削減するとの中期目標につ

いて、２２年度の一般管理費は、基準から１８．４％の削減（▲５０９百万

円）を達成した。 

平成１８年度からの６年間で平成１７年度に比し６％以上の削減を行うこ

ととしている人件費についても、５年目で▲８．６％と、平均ペースを上回

る削減を実現した。 

運営交付金を充当して行う業務経費は、前年度比３．８％の削減を行い、

毎事業年度１．２％の削減を行うとの目標を達成した。 

また、機動的かつ効率的な業務運営をコンプライアンスを重視しつつ実現

する体制づくりのため、内部統制を強化するための規程整備を進めると同時

に、内部監査の充実に引き続き取り組んだ。 

 

３．各事業分野における取組み 

文化芸術交流事業では、世界中で人気を集める日本の若者文化、ポップカ

ルチャー、食文化などを活用した事業を実施するとともに、世界の注目が集

まった上海万博に合わせた事業の実施、外交関係の節目となる周年事業「２

０１０年トルコにおける日本年」「日本メキシコ交流４００周年」に対応す

る事業も多数実施した。さらに、「平和協力国家・日本」等の事業にも取り

組んだ。 

海外日本語教育事業では、世界の多様化する日本語への関心や学習ニーズ

に応えるため、新たなe-ラーニング・サイトの制作・立上げを行った。サイ

ト制作にあたっては、日本のポップカルチャーが日本語への興味・関心に繋

がる場合が多いことから、アニメやマンガを積極的に取り入れた。 
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日本語能力試験は、昨年度、韓国・中国でのみ年２回実施を行ったが、２

２年度から本格的に各地で実施するとともに、日本語を実際に運用する能力

の測定に重きを置く新たな試験内容「改定新試験」を実施した。試験実施地

の拡大にも取組み、２２年度は５６ヵ国・１８３都市（２１年度は５２ヵ国・

１７２都市）で試験が行われた。また、日本語教育機関の国際的ネットワー

クである「さくらネットワーク」も２２年度末において３３カ国１地域１０

２機関となり、目標としていた100機関を達成した。 

日本研究・知的交流事業では、世界の各地域の日本研究の中核となる拠点

機関への援助を重点的に行うとともに、次世代の日本研究者を支援するため、

若手研究者へのフェローシップ供与を重視した。また、知日層の拡大・充実

を図るため、特に重点を置く米国、韓国、中国を中心に、政策提案に関わる

機関や人物を対象にした事業を強化した。さらに、世界の共通課題の解決に

向けた共同研究やシンポジウム等を行った。 

 

なお、平成２３年３月の東日本大震災によって、日本に対し世界の耳目が

集まる形となったが、国際交流基金と関わりが深い日本研究者を始め、日本

をよく知る海外の研究者、ジャーナリスト等が、深い日本理解を促すととも

に、日本への支援を訴える発言を行ったことは、国際文化交流の中長期的成

果を端的に示す事例となった。 

 

 

本報告書の｢Ⅱ 平成２２年度項目別業務実績｣は、｢独立行政法人通則法」及

び「外務省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」等に基づいて、

平成２２年度の業務実績をまとめたものである。 
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